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第２回いわき市地域福祉計画策定委員会 議事録 

 

１ 日 時 令和２年 11 月 20 日（金）10:00～11：30 

 

２ 場 所 いわき市文化センター ３階 大会議室 

 

３ 出席者 

⑴  策定委員会委員（13 名中 12 名出席） ※ 五十音順 

    委員  飯 田 教 郎      委員  清 水 国 明   

    委員  鎌 田 真理子      委員  下 野 信 一   

    委員  草 野 祐香利（欠席）  委員  鈴 木 繁 生     

    委員  郡 司 美枝子      委員  鈴 木 テルコ     

    委員  佐 藤 將 文      委員  中 野 美 奈     

    委員  篠 原 清 美      委員  港 﨑 瑠 香     

    委員  篠 原 洋 貴   

 

※ 草 野 祐香利委員 は欠席 

 

⑵  事務局 

    保健福祉部 部長                 飯尾  仁 

    保健福祉部 次長兼総合調整担当          園部  衛 

    保健福祉課 参事兼課長              佐々木 篤 

    保健福祉課 課長補佐               木村 大輔 

    保健福祉課 地域福祉推進係 主任主査兼係長    篠山 陽一 

    保健福祉課 地域福祉推進係 事務主任       伊藤  穂 

    保健福祉課 地域福祉推進係 主査         後藤 美穂 

 

４ 議事 

⑴ 地域福祉計画の概要について 

⑵ 地域福祉計画たたき台に対する意見について 

⑶ その他 

 

５ 議事録署名人の選任について 

  議事録に署名いただく委員２名については、郡司委員、佐藤委員が選任され

た。 
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６ 会議の大要 

 

 

 

 

 

事 務 局 

 

委 員 長 

 

 

 

 

委 員 長 

 

 

事 務 局 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

委 員 長 

 

 

 

 

Ｅ 委 員 

 

 

 

 

 

【議事】⑴ 地域福祉計画の概要について 

   ⑵ 地域福祉計画たたき台に対する意見について 

⑶ その他 

 

（「地域福祉計画の概要について」に基づき説明） 

 

 ただいま事務局より説明があったが、この説明に対して何か

ご意見、ご質問があれば発言願いたい。 

 

 （特になし） 

 

 それでは、「⑵ 地域福祉計画たたき台に対する意見につい

て」事務局より説明をお願いしたい。 

 

委員の皆様から、計画たたき台に対するご意見・ご質問につ

いて、55 本とたくさんいただいたことから、重要な点について

掻い摘んで説明する。委員からのご意見で計画に反映したもの

については、説明を省かせていただくのでご了承願いたい。 

計画たたき台は、第１章から第５章まであるので、第１章と

第２章、第３章と第４章、第５章と３分割して説明させていた

だく。 

（「いわき市地域福祉計画たたき台に対する意見について」第

１章・第２章に基づき説明） 

  

ただいま事務局より、第１章と第２章に係る皆さんからのご

意見・ご質問に対する説明について、重要な点について掻い摘

んで説明があったが、それ以外も含めて何かご意見、ご質問が

あれば発言願いたい。 

 

 ６ページの市人口の概要で、市人口の推移（各年４月１日現

在）の令和２年度数字だが、これは住民基本台帳の数字でよろ

しいか。 
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事 務 局 

 

 

 

Ｅ 委 員 

 

  

 

事 務 局 

 

 

 

Ｅ 委 員 

 

 

事 務 局 

 

Ｅ 委 員 

 

 

 

委 員 長 

 

Ｈ 委 員 

 

 

 

 

 

委 員 長 

 

 

事 務 局 

 

 

 

市の人口については、住民基本台帳の数字ではなく、市の政

策企画課の統計資料である「いわき市の人口」という冊子があ

り、それを引用させていただいた。 

 

それと、住民基本台帳と現住人口、相当な差が出ているよう

な感じなのだが、正式には、どちらのデータで作られたものな

のか。 

 

「いわき市の人口」については、国勢調査で調査した人口を

ベースに転入・転出・出生・死亡を足し引きしているので、現

状に合った数字であると認識している。 

 

そうすると、双葉郡から避難している人達も国勢調査を受け

ているということでよろしいのか。 

 

国勢調査を受けていることになる。 

 

 私の記憶では、いわき市の人口は 33 万人ぐらいと思うが、

色々な資料等を見ると 32 万人とか誤差が生じた数字になるの

で、何かの機会に確認した方が良いと思う。 

 

 その他、ご意見、ご質問があれば発言願いたい。下野委員。 

 

 市の人口推移のグラフは、令和２年度で数字が止まっている

が、これから５年後、10 年後の市の人口がどのようになってい

るのかを予測することはできる。 

５年後、10 年後の数字を示したほうがよいと思われるがいか

がか。 

 

 将来の人口推計をグラフに載せてみてはどうかということを

下野委員から意見いただいたが、事務局いかがか。 

 

（人口推計データをグラフに載せることについては、）検討さ

せていただきたい。 
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委 員 長 

 

 

Ａ 委 員 

 

 

 

委 員 長 

 

 

 

 

Ｆ 委 員 

 

 

 

 

 

委 員 長 

 

事 務 局 

 

 

Ａ 委 員 

 

 

委 員 長 

 

 

 

 

Ｃ 委 員 

 

 

 

 

その他、第１章・第２章について、ご確認、ご質問等はある

か。 

 

 資料 30 ページの「ボランティア・ＮＰО法人」であるが、全

部で 152 団体となっているが、ＮＰО法人が減ってきていると

伺っている。ＮＰО法人の数を把握していれば教えて欲しい。 

 

 資料 30 ページのボランティア団体のところにＮＰО法人も含

まれているのかということか。 

社会福祉協議会からＦ委員が出ているので教えていただきた

い。 

 

 ＮＰО法人については、市の地域振興課で認可しているので

把握してない。 

 令和２年３月末現在、ボランティアセンターで把握している

団体は 152 団体であるが、コロナ禍の影響で活動を休止・中止

している団体もあるので、現状を確認している状況である。 

 

 市が把握しているということなので、事務局いかがか。 

 

 市地域振興課で把握しているＮＰО法人数は、133 法人とい

うことで確認している。 

 

 最近、ＮＰО法人数が減っていると聞いているが、元々は幾

つあったのか知りたかったので結構である。 

 

 個人で活動している団体の皆さんにお聞きすると、高齢にな

りその代で終了すると伺っている。 

個人では持続可能な活動は難しいので、その辺の意見をお願

いしたい。 

 

 いわきふれあいサポートも令和元年に法人化を行った。 

その理由は、私たちの活動を市民に伝えるためには、民間で

はなく法人化しなければいけないという思いで行ったが、全然

変わりなかった。 
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委 員 長 

 

 

 

委 員 長 

 

Ｄ 委 員 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 法人化ということを一般市民は分かっているようで分かって

いない。知っているようで知っていない方が多いと感じた。 

事実、団体のメンバーの中にも法人化の必要はないと思って

いる方もいた。 

助成金について、パソコン購入費などの機材に当てられるも

のが多く、交通費や人件費に充てられる使いやすい助成金があ

ると良いと思う。 

 

福島市では、民間のファンドの獲得方法の勉強会をやってい

る。いわき市でも社会福祉協議会や市が勉強会を主催していた

だき、頻繁に情報を発信していただきたい。 

 

その他、何かご意見、ご質問があれば発言願いたい。 

 

資料 30 ページの「令和元年東日本台風」だが、現在、コロナ

禍で大変であるが、この中で、早めの避難をどうするかという

ことが問題で、この文書を見る限り全くその点について書かれ

ていない。その辺の表現をどうするかが問題だと思う。 

あの局面で（令和元年 10 月）13 日の０時ごろから、本格的

な雨量になり、そういう段階では避難できない。 

特に、課題の中の情報伝達について私の経験から言うと、こ

こに記載されているとおり、市の方がエリアメールなどで大変

な数のメールを発信した訳ですけど、大半の方は緊迫感が無か

ったものですから、（市は）発信はするけど受け止める側（市

民）が受け止められない。 

特にその中で高齢者に宛てた情報発信（高齢者向けに分かり

やすい内容のエリアメール）が必要なんじゃないかと思う。 

それから、避難行動要支援者避難支援制度の推進で困ってい

ることは、要支援者の名簿登録で、登録することは良いが、問

題は氏名開示をどこまでするのかということで、平窪の私の地

区では 200 名を超える方が制度登録を行っている。 

しかし、市では氏名開示は半分もいっていない。市の統計で

も明らかになっているからこの対策をするべきだと思う。 

具体的な対策としては、私が住民の方の説明するのは、「他人

事ではない。自分のことである。」と。 

個人情報の関係になるが、やたらに（名簿を）コピーして
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委 員 長 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（部外者に）渡す訳ではないので、（未同意者の）情報公開のあ

り方について検討して欲しいと思う。 

危機管理課の案件だと思うが、申請書に問題があるのではな

いかと思うのだが、最後に情報開示してもいいのかどうかの確

認があり、これが問題だと思う。 

そのことについて、今、私が話したように、「自分も家族の皆

さんも守るために」という内容も含めて対象者に説明していか

ないと、個人情報が走りすぎてしまい（個人情報の保護、プラ

イバシー権の尊重などが行き過ぎて）、本末転倒になってしまう

ことがないよう思案してみても良いのではないか。 

また、福祉避難所の在り方ですが、今後の災害に備えるとい

うことで、実は夕べも会議をしまして、率直に言わせてもらう

と市は、一時避難所を設置して後、そこから送り込むようにな

っており、福祉避難所に避難しなければならない人たちは直接

避難できるようにしていかないと、この前の水害では、平窪地

区については、平一小、赤井中に避難者が入りきれず、そうい

った中で大半の人が別の避難所に移動する。その中でも、障が

い者等の福祉避難所を利用する方が大変困った訳で、直接避難

できれば良いなと感じたので、市に対しお願いしたい。 

 

 ただいま、重要なポイントを３点ご指摘いただいた。 

 １つ目は、情報発信のあり方で高齢者が受け止められない情

報ではなく、高齢者の目線に合わせた情報をということ。 

 ２つ目は、避難行動要支援者名簿の関係で、災害対策基本法

では、本人の了解なくても緊急時には名簿を関係者に開示する

という条文が書かれている。それから、名簿の開示について

は、関係者、民生委員、自治会、区長さんに開示できるという

こと。 

 ご本人に関わる方たちに個人情報を遵守するというようなこ

との取り交わしをしておけば良いということで、その辺につい

ては、もっと市の方が詳しいと思うので、もっと皆さんが安心

されるような書き方をしていく必要があるのかなと、質問者の

話を伺って私の知っている情報を話させていただいた。 

 ３つ目は、福祉避難所・二次避難所ということで、一次避難

所の様子を見て二次避難所を開設するということ、今回この二

次避難所を最初から開設されたほうがよいと言う事だが、一般
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Ｄ 委 員 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

委 員 長 

 

 

 

 

 

 

 

 

事 務 局 

 

 

 

 

 

 

の市民が間違えて駆け付けるのではないかということで、今回

の福祉避難所はここですよ、ということを色々な人に開示し

て、福祉避難所を使うような方については、「あなたはあちらに

行くといいですよ」という風な情報開示をしていく必要がある

が、今回は、クローズしたところに問題があったと思う。 

そういう福祉避難所の分かりやすさ、正しい理解のしやすさ

などもＤ委員はおっしゃっていたと思うが、この３点につい

て、事務局はいかがか。 

 

 避難行動要支援者の取扱いで、現実にどこの行政区でも困っ

ていると思うのだが、要支援者名簿の配布が限定されている。 

 自主防災会があるところは自主防災会長に、民生委員の場合

は担当している地区の民生委員名簿が送られてくる。 

 一番困っているのは、行政区長宛になぜ開示できないのかと

いうことがある。現実的に今回の台風 19 号でも経験している

が、民生委員、自主防災会の会長では住民に対する、或いは各

種団体に対する、指揮命令系統がないのでどうにもならない。 

実質的に行政区をまわすのは行政区長であり、なぜ行政区長

に名簿が配布されないのか疑問である。 

 

 要配慮者も要支援者も正しい情報共有のあり方、そういった

文言も必要となってくるという話だと思う。 

それから、情報共有のあり方とは関係ないかもしれないが、

いわき市もマイタイムライン計画を推進しているが、東京都で

は小学生向けであるとか、一般向けであるとか、高校生向けで

あるとか、細かく住民の方が学習しながらマイタイムラインを

立てるということをやっている。 

 Ｄ委員の意見を踏まえて、事務局いかがか。 

 

 避難行動要支援者避難支援制度についても今後見直していく

必要があるのではないかと思う。 

避難行動要支援者名簿についても、自主防災組織は危機管理

課や支所、民生委員は地区保健福祉センター、消防団は消防署

から配られるようになっていて、指揮命令系統が色々なところ

からきている。今回の意見を参考に検討していきたいと思う。 
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Ｉ 委 員 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

委 員 長 

 

事 務 局 

 

 

委 員 長 

 

 

 

 

 

今のＤ委員のご意見に対して、情報提供ということでお話し

させていただく。 

私ども市自立支援協議会では、今年度、市のほうに災害時の

対応について提言を行っている。 

その後、ワーキンググループが発足して行政の方、消防の方

高齢者関係、障がい者関係が出ているが、そこで、まずご指摘

のあった避難行動要支援者名簿の整備、すり合わせ、改訂に向

けて、すでに動いている。その際、個人情報について、どのよ

うにその情報を共有していくのかも検討している。 

 さらに福祉避難所の活用について、第一次避難所がいっぱい

になってから、福祉避難所該当者が第二次避難所に移動すると

いう立場は、本当にいいのかどうかというところも今後検討さ

れる予定となっている。 

12 月でそのワーキンググループが一度終了すると思うので、

その頃には、市の方でもある程度、皆さんに形を示せるのでは

ないかと考えている。 

 もう一点、細かいところだが、中野委員の意見に対しての対

応方針として、「広く市民に見ていただく計画であることから、

福祉の知識がない方に対しても分かりやすいように」との回答

が事務局からあったが、それを踏まえ９ページの下に「ＩＡＤ

Ｌ」の注釈があるが、広く市民の方に分かりやすく福祉の知識

が少ない方に対して、「ＩＡＤＬ」の３行上の「生産年齢人口」

についても注釈を付けて、「15 歳以上から 65 歳未満」とすると

市民の方にわかりやすいと思うがいかがか。 

 

 情報提供と用語の注釈だが、事務局のほうはよろしいか。 

 

 Ｉ委員の「生産年齢人口」の意見については、「ＩＡＤＬ」同

様、注釈を付けさせていただく。 

 

その他、何かご意見、ご質問があれば発言願いたい。 

 また、12 月に第３回策定委員会が開催されるので、その場で

も委員の皆様のご意見を反映する機会があるかと思う。 

 第１章・第２章について追加でご意見、ご質問が無ければ、

事務局より第３章と第４章について、説明をお願いしたい。 
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事 務 局 

 

 

委 員 長 

 

 

 

 

委 員 長 

 

 

 

 

 

 

 

Ｌ 委 員 

 

 

 

 

 

 

 

 

委 員 長 

 

 

 

Ｆ 委 員 

 

 

 

 

 

 

（「いわき市地域福祉計画たたき台に対する意見について」第３

章・第４章に基づき説明） 

 

ただいま事務局より第３章と第４章の皆さんからのご意見・

ご質問に対する説明について、事務局より重要な点について掻

い摘んで説明があったが、それ以外も含めて何かご意見、ご質

問があれば発言願いたい。 

 

 私のほうからよろしいか。今の町内会、自治会の活動で、あ

る地域では、ＬＩＮＥやネットのＳＮＳ的なものを使って、若

い人達が町内会の会報をメディアで行っている。若い世帯がマ

イホームを買った 30 代が主になって、町内会活動しているとい

う地域が出ている。そのような新しいツールを使った取り組

み、従来の町内会とは別の活動もあるが、委員の皆さんから意

見はあるか。 

 

私の住んでいる地元では、高齢化してきていて、私の親世代

が活動している町内会に入っていたが、「若手に何が分かる」み

たいなことを言われた経験があったが、学生時代には全く関わ

り合いがないのに、いきなり大人になって「町内会に入って下

さい。」「こういうことがありますよ。」と言われたところで、は

っきり言って分からない状態で、知る機会が本当にないと感じ

ている。これからは、学生を含めた若者に対して自治会、町内

会に参加を促す機会があればと思う。 

 

そういう町内会や自治会のコミュニティのメンバーとして、

若い人たちにも参加できる機会があればいいと思うが。 

社会福祉協議会の篠原委員から何かご意見等はあるか。 

  

 やはり、親と一緒に住んでいると親を見ていれば、自治会で

どんな活動をしているかということは分かると思うが、親が自

治会に入ってないとすると、子は自治会の活動を全く分からな

い、地域の人も分からない状態だと思う。 

 だとすれば、やはり自治会に入っていなくても回覧板を回す

とか、自治会の動きを地域全体に伝えていくということが、今
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求められていると思う。自治会や地域でやっている行事という

ものを広く住民に伝えていくこと、情報発信というあり方が必

要であるのではないかと思う。 

 

 前回の策定委員会では、市民の約 70％しか回覧板を見ていな

いということであったが、やはり地域に住んでいて一番思うの

は、年に２回ある市民総ぐるみ運動に私はずっと出ているが、

実は若い人の参加があまりないのが現状で、私が住んでいる地

域も高齢化で、以前はこんなにたくさん人がいたのに思ってい

たのが、だんだん参加者が減ってきて、あと何年か経つと高齢

者だけになってしまう。こういう草むしりみたいな単純作業を

若い人がやってくれると助かるが、中々参加してくれない。 

 やはり回覧板だけでは、若い人にアピールする要素はなかな

かないが、せめて地区に住んでいる人は草むしりくらい参加し

て欲しい。 

 

 自分たちで地域を作ってきたという人たちは、そういう中で

草むしりについても当然の義務だ、社会奉仕だと。 

それが自分たちの社会的な仕事から外れてしまって、税金を

払っているのだから、行政の側の仕事でしょうという勘違いが

横行しているので、やはりもう一度、自治会というものを考え

る機会を学生にも授業で、「街灯が切れたら自治会で交換してい

るんだよ。」とか、理解しやすいように、自治会というのは重要

であることを説明する必要があると思うがいかがか。 

 

 本当に自治会の加入率が低くなってきていると思うが、私は

好間の北好間に住んでいるが、私が住んでいる地区は調整区域

で、そうすると新しい人が入ってこない。 

逆に言うと昔から住んでいる人達だけなので、自治会になぜ

入らないといけないかということを親の背中を見て、若い人が

代々自治会に入ってくる。 

ですから、自治会の加入率が悪いということは、私の地区で

は考えられない訳であるが、心配なのは、新興地域など調整区

域以外の土地に入ってきた若い人の加入率、これはやはり考え

ていかなければならない。 

私たちが考えている昔ながらの地域のつながり、両隣向こう
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三軒で協力して葬式などをしてきたが、そういうお助けが昔か

らあった。今はもう、葬儀があっても葬祭場で済ませるという

時代になってきた。そういうところから、人と人との繋がりが

少なくなってきた。 

そうすると自治会に入らなくても何も心配ない、回覧板を見

せても自分には関係ない、見なくても問題ないというスタンス

でいるというのが現状だと思っている。ですから、自治会に参

加するということもやはり大変であると思う。 

 社会福祉協議会の協同募金にも協力しない、段階的にそうい

う話が出てきている。例えば、協同募金について、何に使って

いるのか分からないから協力しないということがあり、使い方

に関して誤解を招かないような、お知らせなどを行っているが

若い人たちは、「興味がないからいいや」と思っている人もいる

のではないかと思う。 

 おそらく、これからずっと若年層の自治会の加入問題は、続

くのではないかと思う。今の若い人が気持ちを切り替えて隣組

は必要だということを重視してもらわないと、やはり自分が困

っている時に隣組の人に助けてもらって初めて、隣組というも

のが大事だと、感じ取るような時代になっていくのかなと思っ

ている。 

 もう一つは、私どもには地域共生社会づくりという大きな理

想があるが、福島県内の 59 市町村のうち市町村地域福祉計画を

策定している自治体は、平成 31 年４月現在で 31 自治体しかな

い。その中で、平成 31 年度中に策定予定は３自治体、策定の予

定なしが 25 自治体となっている。 

 やはり、地域福祉は、市町村民自身が真剣に考えないとだめ

であることを伝えていかないといけない。 

 これは、今、市が皆さんと向き合って協議しながらやられて

いますが、「住民が住み慣れた地域で安全で安心して暮らせる地

域」をつくるのにどのようにするか一生懸命議論しており、本

当に評価している。 

 皆さんと活発な意見を出して、より良い政策にしようという

考えでいるので、こういう会議が皆さんと長く続くようにでき

れば良いと思う。 
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ただ今、委員の皆様方から町内会・自治会のコミュニティに対

する加入についての問題と、国民相互のものとして始まった共同

募金会がまだそんな周知をされていないということで、数年前Ｎ

ＨＫ等でキャンペーンをやっていたようですけど、その辺の正し

い理解というのも、社会福祉協議会と協力しながらもやっていけ

ればいいのかなと思う。 

やはり地域福祉計画に今回委員の皆様方が市民の代表という

形で、来られているわけですけど、市民の皆様方にも今日の話を

していただき、何か機会をつくっていいただければなと思ってい

る。 

 

では、第３章と第４章について、その他追加で何かご意見、

ご質問があれば発言願いたい。 

 

今の自治会についてなんですけれども、私たちの所のも高齢化

でして、除草作業でも、「今日は少ないな。」と感じるようになっ

てきた。 

ただ、子供会の人たちのお手伝いがあり、一緒に活動している

というのは、いいことだなと私は捉えているが、学校教育の中で、

シニア体験とかそういうのは、けっこうあるけれども、実際に活

動する上下の関係で、家の中も核家族で上下関係がない所が多い

うえに兄弟も少ない。そうするとどこに求めるかというと社会で

育てていかなければならない。 

ですから、学校教育の中で自治会等の地域の繋がりの大切さを

盛り込んで行く、そして一緒に体を動かして行く、そういう喜び

みたいなものも考えて行くことも必要なのかなと思う。 

それと、支援サイドから見た時に、私たちも手伝っていただい

たが、水害など災害が最近多いが、ボランティアなどで若い人が

たくさん参加している。 

私は、けっこう感激していて若い人も捨てたもんじゃないな

と、ですから、そういう良い所をアピールしていくそういう社会

であってほしいなと思っている。 

先ほど言ったように学校の教育の中にも盛り込んで行く、会社

の中でもボランティア活動を盛り込んで行く、そういう時代にな

ってほしいと思います。 
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かつて、東京都の社会福祉教育で、イギリス型の進路教育とい

うことで、今、Ｃ委員がおっしゃったような、色んなコミュニテ

ィの中で、子供たちがお手伝いをするという活動をプログラムし

たことがあって。住んでいる地域で子供たちがいろんなお手伝い

をして、地域で奉仕活動等をやって行くとお互いに顔が分かって

大人との信頼関係ができるという事で、そういう意味では地域の

中で、学校で、会社で、地域で社会奉仕的な活動を通しての取り

組みというのは非常に重要な取組みであると考えられる。 

また、若い人たちですけれども、今、非常に若者が、考え方や

価値観が多様な若者もたくさん出てきているので、地域福祉計画

の中に入っていただけるような何かボランティアだとかそうい

うところで若い人たちの世代が活躍でき、さらに学校教育などラ

イフステージで繋がるような書きぶりをしていますので、ご意見

を出していただいたものも反映されているのではないかと思う。 

その他、第３章と第４章について、ご質問があれば発言願いた

い。 

 

今の話を聞いていて、我々は若い人と関わる機会が多いが、引

きこもりの子、ニートの子も、一番何がつらいかというと、「（自

分が）役に立たないことだ。」とみんなおっしゃる。 

感謝できないとか、自分だけ良ければいいや、と思ってしまう

人も多いと思うが、多分それは、ダメな子ということではなくて、

「機会がない子」だと思っている。 

色々な委員の話を聞いていて、やはり機会づくりというのが、

すごく大事になることであろうと感じた。 

また、自治会の話がありましたけども、実はうちの若いスタッ

フが、子供会に関わっていて、あまり自治会との接点はなかった

そうですが、ＰＴＡということで自治会に夏祭りをどうするか呼

ばれて、「次の世代の役員がいない」と「お前やらないか」と言

われて、自治会の役員をやることになったと言っていたスタッフ

がいたけれども、やはり自分たちに何ができて何をしたら役に立

てるかという事が見えると、自分ができる範囲で選択をしやすく

なるのかなと感じた。 

それと、認識のズレということを第１回の策定委員会でも話し

をさせていただいたが、やはりその、小さいころから社会の役に
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立つんだよとか、あなたはいいところがあるんだよということを

訴えているような機会が少なくなっている気がする。 

そういうことを丁寧にやると長い目で見た時に、地域が育って

いくのかなと思う。 

 

やはり自己肯定感と言うか、人の役に立つ事は大切で、職員の

方が自治会の役員になられたとのことであるが、そういう機会を

地域で育てるということは大切なのでさらにやっていただきた

いと思う。 

 

実は、私ども行政区で一番困っているのは、隣組に、自治会に

入らない方が多いということ。 

特に私の住んでいる地区の状況を言うと、おおむね 1,800 世帯

が水害にあったが、内 400 世帯ぐらいが、アパートに住んでいる

方で、隣組には入らない世帯で、私どももどうするかと色々検討

をしたが、アパートも大家さんが管理しているのではなく住宅管

理会社等が管理しているので、ここ３年ぐらいそういった住宅管

理会社の方々とお話をして、一つは入居する時に、隣組に入って

くれということを要望した。 

そこについて回る、毎月の自治会費。そういう金額的な問題も

あるので、管理会社と色んなお話をして、家賃に自治会費を上乗

せしていただくと。 

ただ、それは入居者の同意がないとできないので、同意を得て

いない人（自治会に入らない人）の場合問題になるのは、回覧板

をどうするかということで、どうしても、アパートに入居してい

る人は、安い家賃で少し資金を貯めて、土地を買って家を建てよ

うかと腰掛で住んでいる状態。 

それと私たちと若い人と価値観が違う。私ども年寄りの時代だ

と向こう三軒両隣を大事にしていこうと言う考え方があったが、

若い人は回覧板はいらないということになる。 

その場合にアパートの住民には、全く市の情報が入らない。 

特に一番困ったのは、今回配布された改定ハザードマップ等そ

ういったものが回らない。確かに隣組に入らなければ回らない。 

正確に言うと隣組に入っても入らなくても行政嘱託員は全て

の住民に配ることになっているがそのようになっていないため、

その辺の対策をどうするかという問題もある。 
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私どもがお願いしているのは、ごみ回収カレンダーなど、こう

いう最低限度のものは管理会社が入居者に対して配ってもらう

が、それ以外の大事なものを配っていない。 

市では、コンビニとかそういった店舗にハザードマップ等の必

要な配布物を置いてもらうなど、本来であれば隣組とかで配布さ

れる広報紙等を、そういった身近なところで、もらえるようにす

るそんな取り組みをお願いしたい。 

もう一つは、地域の住民の繋がりをどうするかということであ

るが、特に平窪の場合だと、高齢者見守り隊なんかがあるので、

140 人くらいが、協力員として登録しているが、若い世代の方の

つながりが弱くなってしまっている。 

私どもは 10 年ぐらいやっているが、子供会の保護者の方々を

中心として、高齢者ボランティアをやる子供たちと一緒に公園の

掃除をしたりしている。やはり子供会だが、高齢者と絵手紙を作

ったりして、そういった事をしながら連携を図っている。 

 

やはり、モデル的な身近なところで、平窪地域で先駆的に取り

組まれてきたものをコラムみたいな形で、この福祉計画の中に入

れていただければと思う。 

学生たちなんかも、高齢者の見守り支援で地区ごとに、まとめ

られたものを紹介すると、身近なところでこんなところでやって

いたと非常に驚くと思うので、先ほど佐藤委員がおっしゃってく

ださったような先駆的な事例を計画に是非盛り込んで欲しいと

思うが、事務局はいかがか。 

 

平窪地区の先駆的な取組みについて、コラムに盛り込んでみた

いと思う。 

 

第３章・第４章について追加でご意見、ご質問が無ければ、

事務局より第５章について、説明をお願いしたい。 

 

（「いわき市地域福祉計画たたき台に対する意見について」第５

章に基づき説明） 

 

ただ今事務局より２つの項目に絞って説明していただいたが、

その２つからご意見をお願いしたい。 
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１つは、「ごみ屋敷」という表現ですが、「いわゆる」と付けて

「いわゆるごみ屋敷」と一般化されているということでいかが

か。 

 

私の方から意見を出させていただいたが、「ごみ屋敷条例」と

いう名称の条例があるところも行政ではあると思いつつ、障害関

係の仕事をやっていますと「声なき声」といいますか、ご本人が

訴えられない時、我々の方が言葉に敏感にならなければいけない

という観点から（意見を）出させていただいた。 

テレビなんかでも「ごみ屋敷」という言葉を使うことがあるが、

住んでいる人にとってそれはゴミではないかもしれない、本人に

とっては大切な物かもしれない。 

ただ周りにとっては確かに迷惑になってしまっているという

ことで、私もネットで色々調べたりしたが「ため込み症候群」と

かなので「ため込み住居」がいいのかなとか色々考えたが、全国

的に、「いわゆるごみ屋敷」と言われている。 

委員の皆さんからご意見をいただいて、だめな場合は「いわゆ

るごみ屋敷」でも仕方ないのかなと思うが、「ごみ屋敷」と我々

が決めつけてしまっていいのかということだけ分かっていただ

けたらなという話です。 

 

なるべく、ネガティブな印象がないような、良いご意見があれ

ば、来月の 12 月の会議までに事務局の方に意見を寄せていただ

いてよろしいか。 

では、これは来月への持ち越しという事でいかがか。 

 

（意見なし） 

 

では、２つ目の地域ケア会議について、第三層協議体での地域

ケア会議ですが、もっと行政嘱託員も活用するということで、社

会福祉協議会の方で何かご意見があれば発言願いたい。 

 

第三層協議体の活動については、住民支え合い活動事業という

ことで、社会福祉協議会の方で事業を展開し、そこで自治会・行

政区・小学校等を一つのエリアととらえて、そこで集まっていた

だいて、第三層協議体を設置し、地区住民の課題や問題を把握し
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て、みんなで協議して、自分たちが普段の支えあいの中で、サー

ビスを展開しましょうということで進めており、８月末の時点

で、市内 40 カ所で第三層協議体が開かれている。 

その上に第二層協議会というものを市の方から社会福祉協議

会が受託し、協議会を立ち上げて実施しているが、そこでは第三

層協議会地域のエリアで対応できないもの、また、行政区が市内

40 カ所あるので、それ以外の市の困りごとに対して、社会福祉

協議会がサポーターをしており、そこで見守りであったり、声掛

け、ちょっとした樹木の伐採、草刈りなんかを開始しているとこ

ろで、本当は、行政区や自治会に入る際には、行政嘱託員をキー

マンとして考えているわけですが、そこは地域の合意形成を図り

ながら、社会福祉協議会はあくまでも地域住民が支え合い・助け

合いを一部バックアップとか、先ほども出ましたように気づきと

か場作りというものを地区の中で展開していきたいと考えてい

る。 

 

私も不勉強なところもあるが、今、小名浜地区だけで 108 の行

政区があるが、その中で５、６カ所だけで、このような助け合い

活動・支え合い活動を行っているのはまだ５パーセントぐらいし

かない。今年か来年早々に小名浜地区でもう一カ所立ち上げる予

定で、ノウハウを教えて欲しいという要望が来ているので、手伝

いをする予定であるが、やはり、そこの区長がその気にならない

と事業はできない。  

例えば、玉川町、全部で 1,200 世帯・3,500 人・行政区が６地

区に分かれているが、私の区では、支え合い活動を進めようとい

うことで、４年前くらいに「お助け隊」というものをつくり、高

齢者の生活支援、見守り支援を両方やっている。 

他の５つの区はどうなのかというと、１つは支え合い・助け合

い活動をやりたいということでノウハウを教えてもらいたいと、

ただ現在のところ立ち上げるメンバーが、少なく集まらないの

で、もう少し時間を下さいということになっている。 

他の４つは、全くやる気がない。やはり、そこの区長がその気

になって、重要であることを理解していかないと上手くいかない

と思う。 

そこのところを行政嘱託員連合会の方で、上手くメスを入れ

て、力を入れて理解しましょうよと、働きかけをやってくれると
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一番いいが、社会福祉協議会とか、そういうところは、バックア

ップ支援する体制はあるが、これは、どんぶりの中で料理を作る

人たちが、料理を作らないので、どうしようもない。区長、行政

嘱託員をどうやって引っ張り出すかというところが重要だ。 

私も行政嘱託員として計画策定にあたり何点か意見を書かせ

ていただいたが、そこをうまく利用していかないとダメだと思

う。この計画全体は市の方からは、「こういうふうなところが必

要です。」「こういうふうなことで充実させます。」と言っている

が、最終的には、その地区で一番小さな単位の隣組、その上の区

長、行政嘱託員、消防団、民生委員、子供会この辺の方が実際や

っていくわけで、そこの住民の一番小さな単位、隣組とかの行政

区がその気にならないと進んで行かないと思う。 

 

本当にその一番重要なところで、動機付けといいますか、例え

ば地域福祉の領域でも神戸市長田区の苅藻地区というところで

は、昭和 40 年代から公害追放運動ということで、公害反対運動

ではなく追放運動ということで、研究者を呼んで、住民の方が勉

強会をして、専門家よりも詳しくなって、行政の人よりも詳しく

なって、公害追放運動を行いました。 

ですから、「包括的な視点で自分たちの地域の課題をどうやっ

て解決していくのか」ということをやっぱり動機付けをしていく

という、学びだったり、そういうところのバックアップをやっぱ

り行政も地域に対して、何か学習会の支援だとか、そのようなこ

ともやっていただいて共有して行かないと、これだけ高齢化して

人口減少しているので、住民と行政とパートナーシップを組んで

先駆的なモデル的なものを作ったりしながらやっていくような、

そういう意気込みも少し盛り込んでいただけたらと思うが、事務

局いかがか。 

 

今日の意見を聞いて検討してみたいと思う。  

 

今までのような住民の方たちにお任せするのは、人口減少で

ご活躍できる方も限られているし、新しい子供たちをどう取り

込んでいくのか。 

情熱的な方がけっこう若い方たちに多いので、そういう方た

ちと一緒に、地域を動かしていくような動きに換えていかない
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といけないと思うが、第５章についてその他、何かご意見、ご

質問があれば発言願いたい。 

 

包括的な支援体制の整備ということで、今の問題もそうなのだ

が、私が今日お話したかったのは、子育ての分野で、「子育てコ

ンシェルジュ」を作って３年目になるが、最初よりはどんどん増

員して、地区保健福祉センターに配置されている。要するに効果

があったからそういうふうになっていると思う。 

私が考えますのは、相談の体制を作ることを検討すると計画に

書いてあるが、私は元々最初に地域福祉部があればいいなと提案

したが、一応私の今の考えでは、福祉の分野と言うのは、あまり

にも広くてどこに行って良いか分からないというのもあり、いっ

そ「子育てコンシェルジュ」を包含した形で福祉コンシェルジュ

的な人を配置しておくと、そこに行けば「あなたはどこどこに行

きなさい」と教えてもらえますし、そういう顔（福祉コンシェル

ジュ）を作っておけばいいと思う。 

「子育てコンシェルジュ」という制度を採用していわき市は、

それなりに成果をあげていると思うので、それを福祉の分野にも

応用したらどうか。 

 

今の話を聞いて、兵庫県芦屋市の地域福祉部では、ソーシャル

ワーク的な知見を持った保健師を配置している。 

それで全国的に有名ですけれども、そういう部署横断的な、例

えば、生活道路の標識であれば、土木部も関係するし福祉だけで

はないということで。庁内横断的な会議も行われていると思う

が、本当に解決が困難なケースが、現象として出てくると思う。 

そういうところでのワンストップ窓口に対して、すぐにチーム

を組めるような体制をどこかに盛り込んでいただけたらと思う

がいかがか。 

 

私はこの議題を見まして、最初に思ったのは、福祉は広範囲で

防犯まであるのかと、本当に福祉を担当している方たちに頭が下

がる思いだ。 

それと同時にＡ委員がおっしゃったことを私も思っていて、私

も以前ですけれども福祉の相談員をしていたことがあり、その時

に感じたことは、ここ最近いろんな窓口が増え、カタカナも多い
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し、一般市民の方は理解しているのかなという窓口が増えたよう

に思う。 

窓口に来る人は、１つの疑問だけではなく、本当にいろんなも

のを抱えているから相談に来庁する。１つの相談だけだったら、

簡単に済むわけだが、複雑な相談のために窓口に行った時に、窓

口対応する人は本当に的確な人でなければ支援に繋がっていか

ないということを、私が相談員時代に感じた。 

本当に大切なことを落とされて支援に繋がらない事があった

ら、それでは相談に来た人に申し訳ないと思っていた。  

窓口対応する人、相談員たる人を是非育てて欲しい。 

色んな所で言ってきたが、相談が本当に複雑になってきて、こ

れだけ窓口がたくさんあると表に立つ人 1人が、的確な相談を受

けきれないと、本当に救われないという人が多い。 

ですから、議題の意見を聞いて、難しいところではあるけども

窓口に立つ相談員を育てることがあってもいいのかなと思う。 

          

いわゆる「ジェネリックソーシャルワーカー」とか、全てに

満遍なく太刀打ち出来るような専門員を育てるか、或いは、地

域包括支援センターなどの専門職を活用していかなければ太刀

打ちできない。 

複雑な背景の方々がたくさん窓口に来られるというお話しで

貴重な意見だと思う。その他第５章で何かご意見、ご質問があ

れば発言願いたい。 

 

私の方で、たたき台のかかる意見書を出した時に、各ケアマネ

ージャーが置かれている状況を書かせていただいた。ケアマネー

ジャーが関わっているクライアントでは、8050 問題、今だと 9050

問題のあり、高齢者の家に 50 代、60 代のひきこもりの方がいて、

その高齢者が要介護状態になって問題明らかになる方がいる。 

このたたき台を拝見して、Ⅽ委員がおっしゃったように、かな

り網羅されているものの、問題ごとにカテゴリー分けするとそぐ

わない部分があるのかなという印象を持っていて、ワンストップ

というところに対して疑問が湧いたというところがあり、役所の

中のことを言えば、地区保健福祉センターも地域包括支援センタ

ーも離れているので、「あちらに行って下さい。」と言うと、やは

り相談に来た高齢者・市民の方にしたら、ワンストップじゃない
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という印象を持つのではないかとケアマネージャーの立場で思

った。 

 

確かに地区保健福祉センターが、ワンストップ窓口になってい

ないじゃないかというようなことで、クライアントの方を動かす

のではなくて、サポートする側が動くべきではないかという、ワ

ンストップ窓口の在り方については提案したいと思う。 

第５章についてはこれで終了ということで、よろしいか。 

では、その他について事務局からお願いする。 

 

次の策定委員会の日程についてですが、委員長がおっしゃった

通り 12 月 18 日金曜日の開催を予定している。 

委員の皆様にはお忙しいと存じますが、日程の調整の方をよろ

しくお願いしたい。時間としては、午前 10 時からの開始を予定

している。 

また、現在市役所の庁内各課に計画案の内容についての照会を

行っており、本日の修正点と合わせて、各課の意見により修正し

たものを事前に委員の皆様に送付したいと思うのでよろしくお

願いしたい。 

追加のご意見・ご質問があれば、担当者まで連絡いただければ

と思うのでよろしくお願いしたい。 

 

 その他、特になければ本日の会議はすべて終了する。 

 以上をもって、本日の議長の任を解かせていただく。 

 御協力ありがとうございました。 

 

 

 

本議事録に相違ないことを証明するため、ここに署名する。 

 

                          令和 ２年 12 月 17 日 

 

議事録署名人  

                            郡司 美枝子       ㊞ 

議事録署名人 

                           佐藤 將文        ㊞ 


